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【漂流する原子力政策】
ご紹介をいただいた橘川です．よろしくお
願い致します．諸富先生，ありがとうござい
ました．
それでは，早速，「日本のエネルギー政策」
という題でお話をさせていただきます．
伊方原発の判決も出ましたけれども，エネ
ルギー政策は，3.11 からほぼ 7年たちました．
非常に不思議なことがあります．簡潔に言い
ますと，電力システム改革は 3.11 の前では
考えられないほど進展した一方で，ある意味
で，肝心の原子力政策はまったく進展してい
ません．
このギャップをどのように位置づけたらい
いのかというところがクエスチョンになりま
す．答えは，政治家や官僚が，「たたかれる
側ではなくて，たたく側に回る」というスタ
ンスを取っているのが，一番の本質だと思っ
ています．
原子力は，国策民営でやってきましたから，

事故を起こした東電がまず福島に行って土下
座するのは当たり前ですが，しばらくしたら，
政治家や官僚もそうしなくてはいけません．
しかし，それをしたくないので，「たたかれ
る側ではなくて，たたく側に回る」という戦
略をとりました．
そのためには悪者をつくる必要がありまし
た．それが最大の理由だと思いますが，東電

は法的処理すべきだったと思うのですけれど
も，生き延びさせました．東電だけでは悪者
が足りなくなると，悪者の対象を電力会社全
体，さらには大手都市ガス会社にまで広げま
した．悪者をたたけば，選挙の票になりやす
いです．「たたく側に回る」という作戦で，
電力システム改革とガスシステム改革は進み
ました．私も，電力小売全面自由化や都市ガ
ス小売全面自由化自体はきわめて有意義な改
革だと思いますが，それらが急進展した背景
には，ここで指摘したような政治家や官僚の
思惑があったことは，指摘せざるをえません．
一方で，「たたかれる側」に回ることにな
る原子力問題からは，政治家も官僚も逃げ回
ります．国民が政治家や官僚の責任に気付い
てしまう原子力の話は，常に先延ばしにして
いくという形になりました．
3.11 以降，5回の国政選挙がありましたが，
与党が民主党であろうと自民党であろうと関
係なく，政治家は全部，原子力問題を論点か
らずらしたんです．ここに本質があるのでは
ないかと私は思っています．これが最大の問
題だと思うのです．
つまり，原子力政策を含むエネルギー政策
を巡っては，戦略もなければ司令塔もいない
ため漂流しています．特に原子力政策が漂流
しているのではないかと思います．
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【原子力政策の三つの方向性】
原子力政策について，私自身は 3つのこと
を考えています．
1 つ目はちょっと意外かもしれませんが，
リプレースはちゃんとやるべきだと思いま
す．ある程度でも実際に原発を使い続けるな
ら，危険性を最小化するという意味で，リプ
レースは有意義だと思っています．
一方で，40 年を待たず古い炉はどんどん
たたむべきです．つまり，新しい炉を作るが，
それ以上のペースで古い炉を廃するというこ
とです．結果として，原発依存度は下がりま
す．それが 1つ目の方向性です．
2つ目は，高速炉を擁するもんじゅが廃炉
になりましたので，使用済み核燃料の処理対
策，バックエンド対策に取り組まなければい
けないと思っています．そのためには使用済
み核燃料の危ない期間が万年の単位に及ぶと
いう現状のままでは，絶対に最終処理場は見
つかりません．原子力発電環境整備機構
（NUMO）による適地の地図が発表されて海
岸線が緑色で塗られていましたが，プルトニ
ウムの半減期は約 2万年です．2万年前の日
本列島の海岸線は全然違うわけです．
私は文科系なので，地層処分が安全かどう
かには口出しができません．しかし，たとえ
地層が安全だったとしても，地上が変わって
いる可能性が非常に大であるということで
す．危ない期間を数百年単位に縮めなければ
最終処分場は見つからないので，期間を短縮
する核種変換を含めた技術革新をどう進める
のか，突き詰めないといけないのです．
そのためにはどう考えても数十年はかかる
ので，その間の中間貯蔵をどうするかが問題
になります．学術会議で言っているような，

追加エネルギーなしに冷やす空冷式という中
間貯蔵方式を，おそらくオンサイトで，つま
り原発内の津波が来ない高い所で行うしかな
いように思います．これらのことに取り組む
というのが 2つ目の方向性です．
それから 3つ目です．とはいえ核種変換は
非常に難しい技術ですので，バックエンド問
題が解決しない可能性があります．かなりの
確率で，私は 2050 年ごろかなと思っていま
す．したがって，原子力という選択肢は消え
る可能性があるんだと思って，そこに向けて
原発立地地域はどうやって，まちづくりをや
っていくのかという，原発のたたみ方ですね，
それを考えておかなければいけません．それ
も，リアルでポジティブなかたちの出口戦略
というものを，オプションとして考える必要
があるのではないでしょうか．これら3つが，
私の原発に対する基本的な考え方となってい
ます．

【原発の現状と司法判断】
次は原発の現状です．日本には現在 42 基，
建設中の 2基を加えて 44 基の原発がありま
す．このうち稼働しているのは 5基にとどま
ります．
動いている 5基のうち伊方 3号機は，今度
の裁判の結果，2月で稼働がいったん止まり
ます．停止期間は 9月までに限定されていま
すが．ただ，個人的な意見ですが，なかなか
微妙な裁判結果だと思います．止める理屈は，
いままでのなかで一番説得力が低いかなとい
うのがまずあるのと，それから，規制委員会
の基準自体を否定しているわけです．
もっと大きな問題は，司法判断のあり方自
体が問われるということです．いままで原子



－ 4－

財政と公共政策　第 40 巻第 2号（通巻第 64 号）2018 年 10 月

力を止めるという側の判断は全部地裁で出て
おりましたが，高裁でそれがひっくり返るか
たちになってきました．ただ，そのときに住
民側が高裁から最高裁に上訴したことは一回
もないわけです．
それはどういうことを意味するかという
と，最高裁で原発についても判断が出てしま
いますと，下級審が判断しにくくなるという
ことを考えて，住民側が最高裁に持ち込むと
いうことをしなかったんじゃないかと，私の
個人的見解ですけど，思っています．
今回は高裁で初めて原発を止めました．つ
まり，電力会社側が最高裁に持ち込むことが
できるという構造になったわけです．かつて
の 3.11 の前の伊方原発の判決がそうだった
んですけれども，最高裁判決の判断で原発に
ついては下級審が口出しするなという形にな
り，原発に関する司法判断を事実上拒みまし
た．そういうことが繰り返される可能性もあ
るんです．そのへんのところはあんまり報道
されていないんですけれども，結構リアルな
問題になるんじゃないかと思うので，注目を
していた方がいいでしょう．

【政府策定のエネルギーミックス】
政府のエネルギー政策は，エネルギーミッ
クスに集約されます．
エネルギーミックスには 2つ種類がありま
して，通常，新聞等でよくわれわれが目にす
るのは，電源の方のミックスです．その電源
のミックスで言いますと，政府が決めた
2030 年の電源構成は，原子力 20 ～ 22％，再
生可能エネルギー 22 ～ 24％，LNG火力
27％，石炭火力 26％，石油火力 3％となりま
す．政府が示す 2001 ～ 10 年の実績値と比べ

ると，原子力と石油が減って，その代わり，
再生可能エネルギーが増えます．簡単に言っ
て，そういうことになります．
再生可能エネルギーの方が原子力より多い
ですし，LNGの方が石炭より多いですから，
非常に文句を付けにくいというか，非常によ
くできた見通しに見えますけれども，これに
はいろいろからくりがあるので，後からまた
申し上げます．
一方，一次エネルギー供給のミックスがあ
ります．ある意味で，こちらの方が本体なん
ですが，エネルギーというのは電気だけでは
ありません．当然，熱ですとか，自動車用の
燃料ですとかを含みますので，全てを含めた
うえでの一次エネルギー供給のミックスのこ
とです．政府が決めた 2030 年の一次エネル
ギー構成は，原子力 10 ～ 11％，再生可能エ
ネルギー 13 ～ 14％，天然ガス 19％，石炭
25％，石油 30％，LPガス 3％となります．
一次エネルギー供給のミックスにおいて政
府は，実績値として 13 年の数値を示してい
ます．原子力と再生可能エネルギーはほとん
ど電源にしか使えないので，ざっくり言うと，
一次エネルギーミックスの比率は電源ミック
スの比率の，ほぼ半分ぐらいになっています．
一次エネルギーミックスの特徴は，電源ミ
ックスの方では 3％とほとんどマイナーだっ
た石油が，30％と一番大きな比率になってい
ることです．
それから石炭が，鉄鋼製造用に使われたり
しますので，天然ガスに比べてウェイトが高
まります．一番大きな違いは実績値の示し方
にあります．一次エネルギーミックスの原子
力の実績値は 0.4％．それが 10 ～ 11％にな
るわけですから，原子力はめちゃくちゃ増え
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るわけです．ここに大きなからくりがありま
す．
政府が主として発表するのは，そしてマス
コミが注目をするのは，ほとんど電源ミック
スの方なので，原子力を減らすことを強調で
きるように，わざわざ実績値を 3.11 前の
2001年から10年の平均値にしてあるんです．
では，一次エネルギーミックスもそうすれば
いいではないかといきたいところなんですけ
れども，それができない事情がありました．
エネルギーミックスを決めたときに，

COP21 が迫っていて，政府は，2030 年には
13 年比で温室効果ガス（GHG）を 26％削減
しますと打ち出したんですけれども，その基
準年に合わせる必要がありました．よって一
次エネルギーミックスの方は実績値を 2013
年のものにしたんです．一次エネルギーミッ
クスの方はマスコミにあまり報道をされない
ので，原子力が増えるというイメージにはな
らないとの判断もあったと思われます．
そこで問題になるのは，政府がなぜ 2013
年にこだわったのかということなんです．も
ともと 4，5年前までは日本の CO2 削減の基
準年は 2005 年だったんですね．
政府が基準年を 2013 年に変更したのは，2
つの意味がありました．COP21 が開かれた
パリに行って，安倍首相と当時の環境大臣の
丸川さんが胸を張って，日本の目標は欧米の
目標を上回っている，遜色がない，と言った
のですが，もし日本のもともとの目標どおり
2005 ～ 30 年で計算をしてしまうと，ヨーロ
ッパの削減率が 34％，日本は 25％削減とな
ります．かなり見劣りするかたちになります．
それが 2013 ～ 30 年で計算すると，ヨーロ
ッパがより前倒しで削減するため，ヨーロッ

パは 24％，日本は 26％となり，日本の方が
上回ります．こういうことで，まず，基準年
を 13 年に変えました．
もっと深刻な問題は，なぜ日本が 2005 年
と言っていたかという点にあります．これは
ある意味，正当なことでした．京都議定書の
第一約束期間が 2008 ～ 12 年だったので，そ
の前の 2005 年を選んだわけですが，ヨーロ
ッパはいまでも国際的な会議等で 1990 年基
準です．相当古いです．90 年というのはベ
ルリンの壁の崩壊が起きた翌年，ソ連が崩壊
する前年です．つまり，東ヨーロッパの社会
主義体制のときにつくられた，大量に二酸化
炭素を出す石炭火力が山のように残っていた
年が 1990 年という年になります．
よって，それらの石炭火力が，別に環境対
策ではなくて，主として経済的な理由で廃棄
されると，ものすごく CO2 を削減するかた
ちになりますので，90 年基準にすると，ヨ
ーロッパの削減目標は非常に過大評価される
ことになります．
こういう問題があったので，日本は 2005
年基準を国際的に使用することを主張しまし
た．これは正当な指摘だったと思うんですが，
実は日本が 2013 年基準にするということは，
ヨーロッパが 1990 年基準にするのと同じレ
ベルの問題が生じるのです．
つまり，2013 年時点では，原発は大飯 3，
4 号機しか動いていなかったわけです．その
後原子力が再稼働すれば，特段に温暖化対策
をしなくても CO2 が減るかたちになるので，
日本の 2013 年基準というのは，ヨーロッパ
の 1990 年基準と同じように，ある意味，温
暖化対策が過大評価されるような基準になっ
ているのです．
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そういう点も考えて，政府は 2013 年を選
んでいるわけでありまして，そこに，電源ミ
ックスと一次エネルギーミックスとの間で実
績値のとり方が違う理由があります．ここま
で視野に入れると，だんだんこの政府のエネ
ルギーミックスの怪しさが見えてきます．

【なぜ政府策定のエネルギーミックスに反対
するのか】
2015 年にエネルギーミックスを決めた時
の審議会には 16 人の委員がいましたが，3
人が反対しました．私はそうではありません
が，反対した 3人のうち 2人の方は反原発派
でした．反原発派でないのに，私がなぜ反対
をしたかというと，二重の意味で公約違反だ
と考えたからです．
1つは，安倍首相の公約は，原発依存を可
能な限り減らすとあるんですが，いまの「原
子炉等規制法」の法律どおり，40 年廃炉に
なった場合，現状は 42 基プラス新設 2基と
合わせて 44 基のうち，2030 年 12 月末まで
に 24 基が 40 歳を超えてしまうため，廃炉と
いうことになります．
そうすると残りは 20 基．それを相当に原
発サイドに甘く見て，3.11 の前年の 2010 年
の稼働率が 62％ですけれども，それを 70％
まで上がると見込んで計算しても，消費の見
通しを分母にした場合，15％にしないといけ
ないんですね．
それを 20 ～ 22％へ，5 ポイント～ 7 ポイ
ント引き上げるというのが政府の方針です
が，引き上げるためには 2つしか方法があり
ません．1 つは新造設です．もう 1 つは 40
年ではなくて，60 年に運転期間を延長する
ことです．

新造設については，政府，特に首相官邸の
方が選挙に勝つため票がいるということで，
言わないという方針を採りました．本音は，
言いたくてしようがないのですけれども，言
わないという方針でした．
そうすると残る選択肢は 40 年を 60 年に延
長するしかなくなるわけです．1 回限り 20
年延ばすことになりますと，先ほど言った
24 基の廃炉になる分のうち何基を延長すれ
ば，政府案の 20 ～ 22％になるのか，5 ポイ
ント～ 7ポイントの上積みができるのか計算
ができます．
その 24 基のうちには，実は福島第 2 の 4
基が含まれています．これはほぼ再稼働があ
りませんので，延長の可能性があるのは 20
基に絞られます．これを 7ポイント上げるた
めには，だいたい 15 基を 60 年運転にしなけ
ればいけないという計算ができるわけで，20
基のうちの 4分の 3について，もうミックス
を決めた時点で規制委員会の頭越しに 60 年
延長を決めたというのが，この電源ミックス
の本質なんです．それが原発依存度を可能な
限り下げるという公約に，明らかに違反する
のではないかというのが，1点目の反対理由
です．
それから安倍内閣のもう 1つの公約は，再
生可能エネルギーを可能な限り入れるという
ものです．それは 2030 年に 22 ～ 24％へ再
生可能エネルギー比率を引き上げるという話
になっているわけですが，実際問題，当時手
が挙がっていた太陽光よりも少ないターゲッ
トになっています．
そして，自民党の政策とは連動しているは
ずですが，2009 年に麻生内閣が，2020 年に
再生可能エネルギー電源を 20％に持ってい
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く目標を掲げたんです．20 年に 20％のはず
なのに，そこから 30 年までのあいだにわず
か 2～ 4％しか伸びません．これでは，政策
の継続性が，ある意味で崩壊したことになり
ます．
経産省がこの 22 ～ 24％という目標を決め
たとき，同時に環境省は試算をしていまして，
その中位の数字でいくと，2030 年の再生可
能エネルギー電源比率は 31％になると出て
います．それと比べると非常に小さい見通し
数値なので，審議会で質問しました．なぜ，
環境省の見解とそんなに大きな違いがあるの
かと．
そうすると，事務局を務める経産省の答え
は，こうでした．いやいや，あれは環境省の
案ではなく，三菱総研に丸投げして三菱総研
が出した案であって，民間シンクタンクの意
見にすぎないと．これが答えだったわけです
が，一方で電源ミックスを決めるために経産
省は電源別の新設コストを計算しています
が，それを経産省はどこに丸投げをしていた
かというと，三菱総研に丸投げしていたわけ
です．
そういうことで，ダブルスタンダードにな
っていまして，再生可能エネルギーを最大限
導入するという公約も守られていないのでは
ないのかと思います．よって私は，2点とも
公約違反だと思うので反対しました．
私は，原子力は 15％ぐらいまで下げて，
再生可能エネルギーを 30％に引き上げるあ
たりまでは，最低のラインとして入れなけれ
ばいけないということで，現在のエネルギー
ミックスには反対しております．

【第 5次エネルギー計画策定の審議過程の問
題点】
そのエネルギーミックス策定から時間が経
ったというので，次の第 5次エネルギー基本
計画策定へ向けての見直し作業が始まりまし
た．その見直しの審議会は今年の 8月に始ま
ったわけですが，いきなり世耕経産大臣がや
ってきて，「エネルギーミックスの数値は変
えません」と宣言してすぐに帰ってしまいま
した．だったら，何のために審議会をやるん
ですかって，その場で抗議をしたんですけれ
ども，世耕大臣はすでに退席していました．
もともとのエネルギーミックスには，お話
ししてきたような問題がありました．しかも，
その後も大きく情勢は変化しているわけです
ね．パリ協定も成立しました．EVも普及の
スピードを高めています．再生可能エネルギ
ー電源のコストも下がりました．何よりも一
番大きいのは，前回のエネルギー基本計画策
定当時と比べて，原油価格が下がっているし，
天然ガス価格もかなり下がっているというこ
とです．
こういう大きな情勢変化があるにもかかわ
らず，エネルギーミックスの数値は変えない
と言っているところにもまた大きな問題点が
あるのではないかと思います．

【リプレースと原発依存度低下の同時追求】
私は，何％であれ原子力を使い続けるので
あれば，リプレースのことを正面から議論を
すべきだと思います．
というのは S＋ 3Eと言いますけど，S，
セーフティーというのはおかしいと思いま
す．原発は安全ではなく危険なものですから．
セーフティーということではなくて，危険性
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の最小化というふうに言うべきだと思いま
す．その危険性の最小化を考えたら，新しい
設備の方がいいに決まっています．それは原
発に対する姿勢に関係なく同じだと思いま
す．
今ある 42 基のうち，22 基が沸騰水で，20

基が加圧水ですが，22 基の沸騰水型につい
ては一応，数基，最新鋭の改良型沸騰水型軽
水炉（ABWR）が浜岡と志賀と柏崎刈羽にあ
ります．いまつくっている，島根 3号機と大
間も，ABWRです．
ところが問題は，いま動き出している加圧
水型の 20 基の方でありまして，これは 1基
も最新鋭ではないですね．AP1000 も，改良
型加圧水型原子炉（APWR）もまったくあり
ません．中国にはそれが出来上がっています
けれども，日本にはありません．
そういう状況があるなかで，私は，何％で
あれ原発を使うのなら，危険性最小化のため
にリプレースを正々堂々とするべきで，その
代わり逆に古いものはどんどん，40 年を待
たずに廃炉としていき，そして全体として原
発依存率を下げることが，非常に重要だと思
います．
何となく政府はそのあたりを言わない方
が，そのうち国民が忘れるだろうから，忘れ
たころにリプレースするようなことを考えて
いると思いますが，そんなに日本の国民はば
かではないので，そんな作戦は通用しません．
今回もまたリプレースを先送りするならば，
リプレースを言い出すことはできなくなり，
事実上，原子力という選択肢は消えてゆくの
ではないかと，私は思っています．

【リアルでポジティブな発想の必要性】
ここで言いたいことは，リアルでポジティ
ブな発想が必要だということです．
まず，推進派の方にはリアリティーがあり
ません．原発安全神話というふうに言って，
エネルギー自給率がこれだけ低い国であるに
もかかわらず，3.11 以前から原子力に対して
コンセンサスをつくることができなかったと
いうことは，それだけリアルでない議論をし
てきたということです．
一方で反対派にも非常に問題があると思っ
ていまして，ポジティブな対案を示すことが
できていません．広島を経験して，長崎を経
験して，第五福竜丸を経験したこの国で，ド
イツの緑の党（ディー・グリューネン）のよ
うな有力な反原発勢力が育たなかったのはな
ぜだろうという点を，少し考えてみるべきだ
と思うんです．
端的に申しますと，反対派はリアルでポジ
ティブな対案を示してきませんでした．そこ
に問題があります．3.11 後になっても状況は
変わっていないと思います．
例えば小泉さんの，「トイレのないマンシ
ョン」論があります．正しい問題提起です．
よくぞ言ってくれましたという感じです．た
だし，解決策がおかしい．原発即時ゼロが解
決策だと言うけれど，それでは使用済み核燃
料は残ったままです．想い起こせば，当時の
原発の稼働状況を考慮に入れれば，小泉さん
こそ日本で 1番，使用済み核燃料をつくった
総理大臣です．その人がバックエンド問題の
重大性に気付いたならば，言うべきことは即
時ゼロではなくて，どうやって使用済み核燃
料を処理するかということでなければなりま
せん．導き出すべき答えが間違っているので
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す．
そのへんのところに私は，非常に日本の反
原発派に対してもどかしさを感じています．
審議会でも，特に民主党の時代の審議会に
はかなり原子力に批判的な委員も含まれてい
ましたから，激論もみられました．私はやや
中間派みたいな感じになって，推進派からも
各委員会からも，両方から責められ続けてき
ました．
そのときに，生ぬるいということで，反対
派の委員からよく怒られました．しかし，私
は言いました．あなたたちが原発ゼロという
のはかっこいい．だけれども，具体的・現実
的な減らし方を言わなかったら，イソップ寓
話の北風と同じではないか．原発というオー
バーを脱がせるためには，どうやって減らす
のか，太陽戦略が求められる．その対策を言
わなければいけないのではないかと，反論し
たわけです．

【原発からの出口戦略】
使用済み核燃料の処理問題，つまりバック
エンド問題が解決しなければ，原発は使い続
けることができなくなります．必ずそうなる
という意味ではありませんが，原発が使えな
くなった場合も考えておかなければいけませ
ん．その意味で，1 つのオプションとして，
原発からの出口戦略を考えておくべきではな
いでしょうか．原発立地地域が原発なしでや
っていけるような道筋のことを，考えておか
ないといけないのではないかとも思っていま
す．
出口戦略の 1つの柱は，火力シフトです．
原発は，発電設備は危ないが，送変電設備は
立派です．その送変電設備を使って，最新鋭

火力発電所に転換するのです．
これを原発立地地域の方に話してみます
と，それはいい，火力シフトはいいと言われ
ます．ただし，原発と火力とでは経済規模が
違うんだよね，雇用の規模が違うんだよねと
も言われます．そこで，出口戦略の第 2の柱
が登場します．廃炉ビジネスです．
いま日本に 42 基，アメリカに 100 基余，
ヨーロッパに 130 基余，世界全体では約 430
基，原発が存在します．歴史上 580 基の原発
が作られてきたと言われていますから，少な
くとも 150 基は，すでに廃炉になったわけで
す．今後，中国等も建てるでしょうが，リプ
レースも進みますので，3.11 があろうとなか
ろうと，21 世紀前半の原発業界における最
大の成長ビジネスは廃炉ビジネスなんです．
廃炉ビジネスは，安定的な雇用をきちんと
産み出します．日本で原発をつくらないと原
子力の技術が残らないと推進派の人は言いま
すけれども，リプレースがあったとしても，
いまから建設がありうる原発はきわめて限定
されます．
現実問題としては，敦賀 3，4 号機と美浜
4号機と川内 3号機．最大限，この 4基しか
ないと思います．そんなにつくれるはずがな
く，日本の原子力の技術力は，廃炉ビジネス
でこそ磨かれるべきだと思っています．いず
れにしても廃炉ビジネスがあると，かなり雇
用が確保されます．
そして 3つ目の柱は，先ほど言ったオンサ
イト中間貯蔵と，それへの保管料の支払いで
す．核種変換の技術革新にはすごい時間がか
かりますので，そのときに現実問題として，
原子力発電所の高い所で空冷式のキャスク貯
蔵を並行して行うしかないと思っておりま
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す．それに対しては，使い終わった電気がも
たらした危険なごみを預かってもらうわけな
ので，消費地から保管料を払うようにすべき
です．これは電源三法交付金とは違いますか
ら，新しく原発をつくるためのお金ではなく，
使い終わったものに対する保管料ということ
で，社会的受容性は高いと思っています．
こういう出口戦略を明確にしておけば，つ
まり，火力シフトをし，廃炉ビジネスがあり，
オンサイト中間貯蔵に対する保管料が支払わ
れるのだということが視野に入っていれば，
立地地域でも原発がないまちづくりを考える
ことができるわけです．実際に，美浜町や玄
海町では，これらを視野に入れた議論が始ま
っています．

【柏崎刈羽原発のゆくえ】
原子力に関して，もう一つ申し上げる必要
があるのは，柏崎刈羽原発問題です．
3.11 後の国政選挙では，与党が争点から外
す作戦をとったため，原発問題はほとんど問
題になりませんでした．それでも，原発問題
が中心的な争点となった，2つの大きな選挙
がありました．2014 年 2 月の東京都知事選
挙と，2016 年 10 月の新潟県知事選挙です．
ここでクエスチョンが生じます．何で同じ
原発批判勢力なのに東京の細川・小泉連合は
惨敗し，新潟の米山さんは勝てたのかという
疑問です．もちろん新潟県から東京に原子力
の電気を送っていることに対する反発とい
う，新潟固有の問題はあります．しかし，私
は，それ以上に選挙結果に影響を与えたのは，
原油価格の違いだと思っています．ざっくり
言って，東京都知事選挙のときはバレル当た
り 100 ドル台，新潟県知事選挙のときにはバ

レル当たり 40 ドル台でした．
原油価格が高かった 2014 年の東京都知事
選挙の際には，原発代替の火力発電用燃料が
高いですから，原発が止まりますと電源コス
トが上がって，結果的には貿易赤字も生じて
いました．そういう状況です．ですから，そ
の時点では「再稼働か再値上げか」というス
ローガンが通りやすかったんです．
しかし，2016 年の新潟県知事選挙時のよ
うにバレル当たり 40 ドル台程度になります
と，原発が動いたところで，特に電力コスト
が下がるわけではありません．貿易収支は，
すでに黒字になっています．となると，原発
を再稼働させる意味が大きく後退するわけで
すね．その差が効いたのだと思います．要す
るに，化石燃料の値段次第で，原発に対する
世論は大きく動く面があるのではないかと，
私は思っております．
東電の柏崎刈羽原発について，政府は分社・
連携案を出していますが，私は，東電が持っ
ている限り絶対に動かないと思います．東電
の事故にかかわる事後処理費用は，いまの時
点で 21 兆 5000 億円にのぼります．これから
もっと増えると言われています．
先に国民負担の話が出ていて，それでも東
電は原発を使い続けるという政府判断です．
こんなものを国民が納得できるはずはありま
せん．東電が可能な限りのリストラをやった
うえで初めて，国民負担の問題が出てくるの
がものの道理です．
国民負担自体に私は反対しません．福島に
お金が回らないことは問題ですから，最終的
には国民負担は避けられないと思いますが，
まずは東電がやるべきは，完全なリストラで
す．柏崎刈羽原発を売却して，火力も全部売
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るという完全なリストラです．
東電が売却で得た金の全部を福島の廃炉の
費用に注入したうえで，初めて国民の負担の
議論が出てくるべきだと思っています．そう
すると東電はやっていけないという議論にな
ります．たしかに発電部門は消えますけれど
も，送配電の会社パワーグリッドと，それか
ら小売の会社エナジーパートナーは残りま
す．首都圏にネットワークや需要先を擁する
パワーグリッドやエナジーパートナーの営業
基盤は強固です．確実に利益があがります．
発電部門を売却すれば，従業員数は約半分に
なりリストラ効果も非常に大きくなります．
ちょうどチッソと同じ状況です．チッソは世
界の液晶本体の製造をメルクと二分し，利益
をあげたうえで，その一部を約半世紀にわた
って水俣病の補償に充ててきました．歴史的
に言うと，世界でこんな会社は一つもないん
ですけれども，それに近いかたちで東電が動
く仕組みができていくのではないかと考えま
す．
それでは，誰が柏崎刈羽原発を購入するの
でしょうか．新潟県を供給区域としてきた東
北電力が第一候補ですが，東北電力には十分
なお金がありません．そうなると，国が出て
きます．ただし，財務省は国の直轄をいやが
るので，日本原電を使います．原電は，本来
民間会社ですが，株式の 28％をもつ東京電
力が最大株主で，その東電は国の管轄下にあ
りますから，現在原電は準国営会社です．
その原電と東北電力が，柏崎刈羽の新しい
担い手となるというかたちになります．東電
は火力も全部売りますから，東京湾にある東
電のLNG火力を他社は買うことができます．
いま，東京湾に石炭火力新設の計画が 2つ，

3つありますが，それらは全部まとめて不要
になります．石炭火力をつくるよりは，既設
の LNG火力を買い取った方が，リスクが小
さいです．石炭火力の新設が止まれば CO2
排出量は増えないですむので，地球温暖化防
止に資する波及効果もあるわけです．
準国営会社のもとで柏崎刈羽原発が動いた
場合は，その発生電力をそのまま中立的な値
段で，卸市場に売ることができます．そうな
れば，卸市場取引は拡充し，電力小売全面自
由化の成果はさらに広がります．この面でも，
波及効果が生じるわけです．

【電力自由化の影響】
ここで自由化について触れます．
よく誤解されますが，今度の小売全面自由
化で自由化が始まったわけではありません．
電力では高圧以上の 62％の市場が自由化さ
れていたものが，100％になります．小売全
面自由化されると，自由化市場が 100％にな
るわけです．
現実は面白いですね．大口の自由化市場で
は，これまであまり競争してきませんでした．
ところが，小口市場まで自由化をしたところ，
大口市場の競争が活発化したのです．このこ
とは，特にガスについてあてはまります．
電力システム改革のうち，小売全面自由化
には大賛成です．やはり競争効果で電力会社
の経営が引き締まるという面は効いているの
ですが，問題は電気料金が下がるかどうかで
す．端的に言いますと，発電・小売部門では
総括原価制度がなくなりますので，売れるか
どうか分からない状態で発電投資の足が止ま
る可能性があります．長期的には，電力不足
が生じるおそれがあります．
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そういうこともあって，私自身は，発送電
分離について慎重な制度設計が必要だと思っ
ています．国際的にもうまくいっているケー
スはあまり多くなくて，アメリカ東北部とイ
ギリスぐらいでしょう．それらの地域ではい
ずれも，1920 年代以来の試行錯誤の歴史が
あります．そこは見ておかなければいけない
でしょうね．
日本について，小売全面自由化後の小口市
場でのスイッチング率を見ますと，電力では
6％ぐらいです．一見，マクロのレベルでは
微震のような状況でありますが，実は，ミク
ロのレベルだと相当大きな激震が生じるので
はないかなと思っています．
例えば，今度の伊方の前に大津の地裁の司
法判断で，稼働していた高浜 3，4 号機が 1
回止まりました．止まったことによって関電
は，予定していた電気料金値下げを撤回しま
した．
それを一番喜んだのは，私は，中部電力だ
ったと思うんですよ．中電は，公には大津の
判決はけしからんと言っていますけれども，
関電が中部地区に攻めてくる圧力が減ったわ
けです．それが高裁でひっくり返って，高浜
3，4 号機がまた動き始めて，本当にその圧
力が強まってきました．
そこらへんが自由化の前と後で全然違うん
です．例えばいまカーボンプライシングが話
題になっていますが，これについて，どちら
かというと関電はウェルカムです．関電は，
化石燃料の率が低いので，カーボンプライシ
ングが入ってくると，競争上相当優位になる
状況です．
あるいは，非常に可能性がある問題として，

関西電力と中国電力との合併という話がある

わけです．というのは，関電はすぐに 4基ま
で再稼働すると思います．その先も，規制委
員会から 7基分の許可を取っていますから，
相当キャッシュが回るようになります．
そこで彼らは考えるわけです．原発は，た
しかに動けば競争上有利な電源ですが，実は
歴史が示しているように，もっとも不安定な
電源でもあります．動けばもうかるけど，い
つ止まるか分かりません．今回のケースのよ
うに他社の事故でも止まりますし，場合によ
っては外国での事故でもすぐに止まる可能性
があります．
そうなると，電源のポートフォリオを変え
ざるを得ません．考えてみれば，3.11 の後，
原発を動かしていた旧一般電気事業者 9 社
は，全部原発を止め，多くは電気料金を値上
げしましたが，値上げをしないできた会社が
2社ありました．そのうちの北陸電力は，つ
いに値上げをすることになりましたけれど
も，長いあいだ値上げをしなかった北陸電力
と中国電力は，たまたま関電の両隣にありま
す．両社は，なぜ値上げをしないでここまで
きたか．中国電力は，まだ料金を上げていま
せん．
答えは，両社とも石炭火力に強いことにあ
ります．北陸は水力に強いですけれども，石
炭火力の会社でもあることが大きな要因で
す．
そうであるとすれば関電は，動く原発が増
えてキャッシュに余裕ができてきたら，石炭
火力を電源ポートフォリオの中に入れたくな
りました．それが，関電が中国電力，あるい
は北陸電力の合併に走る理由です．
ただ歴史上の理由がありまして，北陸地方
電気事業の歴史というのは，関西にのみ込ま
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れないための百何年間だったので，関電と北
陸電力との合併はないと思います．いざとな
ったら北陸電力は，中部電力と合併する方を
選ぶと思います．
一方，中国電力の不安は，2030 年までに

0.37kg-CO2 ／ kWhという排出削減目標を達
成できないことです．島根 2，3 号機がたと
え動いたとしても達成できません．だから，
中国電力は実際には動くことはない上関原発
新規立地の話をおろすことができないわけで
す．つまり，上関ストーリーがないと，中国
電力は自前では排出削減目標を達成できない
のです．ここに，中国電力が原発に強い他の
電力会社との合併を考慮に入れざるをえない
理由があります．
中国電力は，関電と一緒になることを潔し
とせず，四電と統合するかもしれません．そ
うなれば，その統合に九電も参加するかもし
れません．自由化時代というのは，そういう
時代です．ミクロレベルでは，かなり大きな
激震が予想されます．

【エネルギー政策と環境政策との矛盾】
エネルギー政策と環境政策にかかわる 2つ
の閣議決定の間には，矛盾があります．2014
年に閣議決定した第 4次エネルギー基本計画
にもとづく 15 年策定の電源ミックスでは，
2030 年に火力発電は 56％使うことになって
います．一方，16 年に閣議決定した長期の
温暖化対策は，2050 年までに温室効果ガス
を 80％削減することにしています．これら
の閣議決定は明らかに矛盾しています．
2050 年でも，ある程度，製鉄は石炭を使
っているでしょうし，まだガソリン車や石油
化学は残っているかもしれません．そういう

ことで 20％分の排出量が生じてしまいます
ので，本当に温室効果ガスを 80％削減する
のであれば，電源についてはほぼすべてをゼ
ロエミッション電源にしないといけないこと
になります．環境省は，90％をゼロエミッシ
ョン電源にすると言っています．
ゼロエミッション電源というのは 3つしか
なく，再生可能エネルギーと，原発と，CCS

（二酸化炭素回収・貯留）付き火力というこ
とになります．
原発は，お話ししてきたように心もとない
状況です．再生可能エネルギーはかなり頑張
ると思いますが，これについては後で山家先
生からお話があると思いますけれども，電源
の 90％をカバーするのは無理だと思ってい
ます．
そうすると，CCSもきちんと取り組まな
くてはいけません．しかし，S（貯留）の埋
める場所は日本にはあまりないわけだから，
そうすると，2国間クレジットのような，外
国での CO2 削減のうち日本の貢献分をきち
んとカウントする仕組みを導入しなければな
りません．本気でこの 2つの閣議決定につい
て，整合性を取るためには，CCSにおける 2
国間クレジットの準備等をすぐに始めなけれ
ばいけません．
しかし，現実にはほとんど取り組んでいな
いわけで，この 2つの閣議決定は明らかに矛
盾したままです．経産省は 2030 年を語るが，
50 年は語らない．環境省は 50 年を語るが，
30 年は語らない．こういうからくりで，矛
盾が糊塗されているだけです．
ただし，2050 年を見据える環境省のカー
ボンプライシングの主張が，勢いを強めてき
ました。そこで慌てて，経産省は 50 年のこ
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とを語り始めました．30 年をターゲットに
エネルギー基本計画の見直しを議論する基本
政策分科会とは別に，50 年について議論す
るエネルギー情勢懇談会を立ち上げたのが，
それです．
私の見立てでは，2050 年を見据えて，エ
ネルギー情勢懇談会は 2つのことを言うでし
ょう．1つは，50 年でも原発は重要なエネル
ギーだということです．そう言ってしまえば
30 年の目標などはどうでもよくなってしま
うわけです．
それからもう 1つは，カーボンプライシン
グ以外の温暖化対策があるということを強調
するのではないでしょうか．私はエネルギー
情勢懇談会のメンバーではないので分からな
いのですけれども，そういうふうに言ってく
ると思います．

【石炭火力をめぐって】
あと 1点だけ，温暖化対策との関連で，石
炭火力の問題に言及したいと思います．
地球温暖化に関連して，石炭火力が問題な
のは明らかです．IEA（国際エネルギー機関）
の 2011 年版のWorld Energy Outlookも，
2035年にアジア全域のCO2排出量の45％が，
石炭火力由来となるとしています．
一方で，世界的に見れば，石炭火力が天然
ガス火力・水力・原子力・再生可能エネルギ
ー発電をしのぐ最大の電源であることは，厳
然たる事実です．そのウェイトは 40％超に
達します．
残念ながら石炭のウェイトは，直近でも，
むしろ微増しているんです．確かに劇的に減
った国もあります．アメリカでは，シェール
ガス革命の影響で，石炭火力の比率は 40％

を切ってきています．2010 年に 78％だった
中国は，16 年には 62％まで減りました．一
方でインドは，約 70％とあまり変わってい
ないようです．逆に増えているところもあり
ます．
つまり，石炭火力をなくしてしまえという
のは簡単なんですけれども，世界の電源構成
上，それはできません．そうすると石炭火力
はたくさん CO2 を出しますから，効率よく
石炭を焚けば，CO2 を大幅に減らすことが
できます．石炭火力の燃焼効率が一番高い国
は，日本です．日本の石炭火力のベストプラ
クティスをアメリカ・中国・インドに技術移
転したら，年間で約 11 億トンの CO2 を減ら
すことができるという試算もあります．
これは，日本の年間排出量に迫るぐらいの
規模です．2030 年の国内削減目標である
26％よりは，かなり上にいきます．つまり，
海外に日本の石炭火力技術を移転しなくては
いけないということです．ただし，インセン
ティブがなかったら，絶対に技術移転は起こ
りません．
石炭火力の海外技術移転は，典型的なセク
ター別アプローチです．セクター別アプロー
チは，キャップ・アンド・トレードと矛盾す
ると，よく言われます．これは間違った認識
です．セクター別アプローチを有効に機能さ
せるためには，むしろキャップをかぶせるこ
とが役立ちます．キャップをかぶせて，それ
に対して，海外で CO2 を減らした部分をカ
ウントできる仕組みをつくると初めて，「マ
イナスをマイナスする」というインセンティ
ブが働いてセクター別アプローチが活発化し
ます．そういう意味では，カーボンプライシ
ングを適用することも，石炭火力技術の海外
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移転を促す方策になると考えます．
他方で，電源ミックスについて言えば，
2030 年に 26％という石炭火力の比率は高す
ぎると思います．九州電力のゴールデンウィ
ークの 1日のロードカーブを見れば，太陽光
発電がたくさん入ってきて，太陽光で昼間に
揚水を動かすということをやっているわけで
す．もう間もなく，需要減退時には，ベース
ロード電源まで出力調整をする必要が生じま
す．
政府の考えでは，石炭火力と原子力でベー
スを形作るという話になっていますけれど
も，もはや，そういう時代は終わったと思っ

ています．石炭火力も原子力も 24 時間 365
日稼働してはじめて経済性を発揮できる電源
ですが，それらの出力を調整しなければなら
ない時代が迫っているのです．
やはり出力調整に向いているのはガス火力
で，LNG火力はもともとミドル電源ですが，
現状ではベースロード電源としても使われて
おり，主力電源になっています．LNG火力
をベースロード電源にも組み入れ，その分，
出力調整に向かない石炭火力ないし原子力の
比率をさげるというのが，今日では，電源構
成の正しい姿です．


